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１．はじめに 

１-１．背景と目的 

近年，利用実態のない住宅の空き家が年々増

加し，景観の悪化や土地利用の非効率化などが

社会的課題となっている．それに伴い，自治体

で対策がなされているが，地域ごとに空き家問

題に関わる現状は異なるため，自治体はそれぞ

れの現状に合った対策を講じる必要があると

考える． 

本研究では，千葉県内 54 自治体を対象にそ

れぞれの対策について整理し，自治体で内容に

違いがみられるか，独自の取り組みにはどのよ

うなものがあるかについて明らかにすること

を目的とする． 

１-２．研究の方法 

千葉県54市町村の自治体を対象に，人口変動

や高齢化率といった空き家問題に関わる地域

の状況と各自治体で行われている空き家対策

についてまとめ考察する． 

東洋経済新報社が出版している「都市データ

パック2022」と千葉県が「千葉県の住宅事情等

の状況」の中で開示しているデータから，市町

村ごとの人口増加率，高齢化率，世帯持家率，

空き家率について把握する． 

各自治体から出ている「空家等対策計画」か

ら，自治体ごとの取り組みを調査し整理する． 

なお，「空家等対策計画」が出されていない自

治体については，自治体のＨＰから取り組みを

調査し整理する． 

 

２．54自治体の概要 

２-１．人口増加率 

市町村ごとの人口増加率を図１に示す．県北

西部において人口は増加傾向にあり，特に流山

市が20.4%，印西市が16％増加している．反対

に，県東・県南部では減少傾向にあり，鋸南町，

長南町，大多喜町，勝浦市，九十九里町，銚子

市，長柄町では 15%以上減少している． 

２-２．高齢化率 

市町村ごとの高齢化率について図２に示す． 

市町村別の高齢化率は，人口変動に伴い県北西

部で低い傾向にあり，浦安市は 17.2%である．

県東・県南部では高齢化傾向にあり，御宿町は

50.3%，鋸南町は 46.8%となっている． 

 

図１ 千葉県の市町村別人口増加率 図２ 千葉県の市町村別高齢化率 
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２-３．世帯持家率 

市町村ごとの世帯持家率について図３に示

す．世帯持家率は県東・南部で高い傾向にあり，

人口変動と高齢化率と合わせてみると，今後も

さらに空き家が増え続けていくことが予想さ

れる．印西市や流山市は，ともに高い人口増加

率と低い高齢化率でありながら世帯持家率が

高くなっていることから，若い世代が移住・定

住していると考えられる． 

２-４．空き家率 
市町村ごとの空き家率について図４に示す．

なお自治体で空き家率が公開されていない市

町村については「不明」とする．県東・南部に

かけて空き家率は高く，特に南部では25％以上

の市町村が連続している．県北部に位置する栄

町，印西市，白井市，佐倉市，は高い世帯持家

率に対し空き家率が低くなっている．特に栄町

と佐倉市は，人口が減少傾向にあり高齢化率が

比較的高いにもかかわらず空き家率が低い． 

空き家率及び賃貸や二次利用等のされてい

ない「その他の空き家」率をグラフ化したもの

を図５に示す．なお県全体での平均値は，空き

家率が12.6％，「その他の空き家」率が4.8％で

ある．空き家率が県全体の12.6%よりも5%以

上高い値となっている市町村を赤枠で示すと，

県東・県南部の市町村が多く，特に勝浦市は

47.1％と空き家率が非常に高い．しかし，高い

空き家率に対して，地域の問題となる「その他

の空き家」率は比較的高くないことから，別荘

などの二次利用を目的とした空き家を多く抱

えていると考えられる．同じ視点でみると横芝

光町は空き家率が高く，さらに「その他の空き

家」率も高くなっている．富津市，銚子市，匝

瑳市，山武市は，空き家率自体はそれほど高く

図４ 千葉県の市町村別空き家率 図３ 千葉県の市町村別世帯持家率 

図５ 千葉県の市町村別空き家率と「その他の空き家」率 
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ないが，「その他の空き家」率でみると高い値

となっている．青枠で示した四街道市と白井市

の空き家率は7.6％と7.5％で，ともに県の平均

よりも5％以上低い値となっている． 

 

３．54自治体の空き家対策 

３-１．自治体で共通する取り組み 

 自治体の空き家対策を整理すると「発生予

防・適切な管理の促進」，「利活用」，「周囲

への影響の抑制・解消」の大きく三つの項目に

分けられる．54自治体における空き家対策につ

いて各項目に対し整理したものを表１に示す．

ここでまとめた取り組みはどれもいくつかの

自治体でなされていたものである．また，表下

部の取り組みは，国が行っている補助制度であ

り，それらを活用した取り組みも自治体でなさ

れている．「発生予防・管理の促進」は，新規

空き家発生の予防と所有者等による適正な管

理の促進を目的とする取り組みを指し，利活用

は既存の空き家を個人や地域が様々な用途で

活用することを目的とする取り組みを，「抑制・

解消」は既存の空き家が周囲に及ぼす影響や問

題を抑制・解消することを目的とする取り組み

を指す． 

 「発生予防・適切な管理の促進」では，地域

に向けた空き家問題に関する情報の発信と意

識啓発が多くの自治体でなされている．広報の

方法は様々で，市のＨＰやパンフレットを主と

しながら，固定資産税通知書に空き家関連の情

報を同封したり，セミナーや相談会等を開催し

たりすることで啓発を行っている．また，市原

市ではＳＮＳをはじめとする各種情報ツール

の活用で，現代に合わせた広報もなされている．

他にも住宅の老朽化等も空き家発生の要因で

あることから，既存住宅の良質化・長寿命化を

目的に，住宅の耐震診断やバリアフリー化を推

進する取り組みも複数の自治体で行われてい

る． 

「利活用」では自治体が主体となって事業を

展開するよりも，空き家バンクの活用や利活用

に関する情報提供といった橋渡しを担う取り

組みが多い．空き家を利活用のために改修・リ

フォームしたり，家財道具等を処分したりする

際の補助も行われている．また，移住・定住者

に向けて空き家を提供することで，人口減少や

高齢化の問題と合わせた取り組みを行ってい

る自治体もみられる． 

「抑制・解消」では，地域のパトロール等に

よる空き家の実態調査や情報のデータベース

化によって，空き家の状態と周囲への影響をチ

ェックし，場合によっては所有者等への助言・

指導を行っている．また，所有者に解体の意思

がある場合は，その費用の補助等を行う自治体

もみられる．なお特定空き家とみなされた空き

家に対しては，行政代執行法に基づいた対策が

自治体共通でとられている． 

３-２．自治体の独自の取り組み 

 表１で整理した取り組みに該当しない独自

の取り組みがなされている自治体とその内容

について表２に示す． 

全体として利活用に関する取り組みが多く

みられる．中でも四街道市では多くの取り組み

がなされており，空き家を芸術文化拠点や商業

店舗など幅広い用途に活用することを検討し

ている．佐倉市は「抑制・解消」の取り組みと

して，空き家等の保有コストを高めるといった，

唯一所有者に対して負担となる取り組みを検

討している．柏市では空き家の公共・公益的利

活用を進めるとともに，フォーラム(討論会等)

を開催し，計画の進捗状況の報告や課題の検討，

市民との問題意識の共有を図っている．袖ヶ浦

市は住宅の良質化の延長として，固定資産税を

一定期間減額する取り組みを行っている．また，

「世代間支え合い家族支援事業」という事業も

行っている．これは，離れて暮らしている高齢

者である親と子等が袖ケ浦市で同居または近

表１ 54自治体における対策のまとめ 
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隣に居住するために，住宅の購入，増改築また

は転居をした場合の費用の一部を助成すると

いった内容で，高齢者の孤立を防ぎながら空き

家の発生を予防している．多古町では自治会，

老人クラブ，商工会，配達や保守点検等の事業

者，見守り活動団体など様々な団体と協力し，

町ぐるみの管理体制が形成されている． 

 

４．まとめ 

 都心から離れた県東・南部ほど人口減少や高

齢化が進み，それに比例して空き家率も高い傾

向にある．しかし例外的な市町村もいくつかあ

り，それに伴い空き家の現状や課題は地域によ

って異なると考えられるため，自治体はそれに

合った個別解的対策をとる必要がある． 

しかし，空き家対策は，各自治体で共通する

部分が多く，独自的取り組みがみられたのは13

自治体である．その中で県東・南部に位置する

自治体は4自治体であり，地域の現状に応じた

対策がなされていないと考える．自治体独自の

取り組みとしては「利活用」に関するものが多

く，特に四街道市では自治体が主体となって事

業が展開されており，空き家率自体も県の平均

を大きく下回っている． 

今後は，自治体の取り組みを深掘るとともに，

所有者や地域住民に対し，空き家に関する問題

意識及び自治体の対策への認知・意見の調査も

行い，行政と住民の二つの視点から空き家全体

の現状と課題を明らかにしていくことを目的

とする． 
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